
 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

平成２９年７月５日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの    ５件 

         国 民 年 金 関 係      ０件 

         厚生年金保険関係      ５件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの         ２件 

         国 民 年 金 関 係      ０件 

         厚生年金保険関係      ２件 



 

 
 

 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700011 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700049 号 

 
第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額を、平成 17 年８月 10 日は 10 万 4,000 円、平

成 18 年８月 11 日は 12 万 4,000 円に訂正することが必要である。 

平成 17 年８月 10 日及び平成 18 年８月 11 日の標準賞与額については、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定に

より、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る平成 17 年８月 10 日及び平成 18 年８月 11 日の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らか

でないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

 １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

   住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： ① 平成 17 年８月 

② 平成 18 年８月 

請求期間①及び②について、Ａ社から賞与が支給され厚生年金保険料が控除

されていたにもかかわらず、厚生年金保険の標準賞与額の記録がない。当該期

間の賞与が年金額に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①及び②について、請求者に係る預金取引明細表並びに複数の同僚に

係る給与支給明細書（賞与）及び預金通帳により、請求者は、Ａ社から賞与が支

給され、事業主により厚生年金保険料を控除されていたことが推認できる。 

また、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、上述の預金取引明細表

に記載されている振込額及び複数の同僚に係る給与支給明細書（賞与）から確認

できる厚生年金保険料控除額により、請求期間①は 10 万 4,000 円、請求期間②

は 12 万 4,000 円とすることが妥当である。 

さらに、請求期間①及び②に係る賞与支払日については、上述の預金取引明細

表における振込日から、請求期間①は平成 17 年８月 10 日、請求期間②は平成 18

年８月 11 日とすることが必要である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か



 

 

については、事業主は、請求期間①及び②に係る請求者の厚生年金保険被保険者

賞与支払届を社会保険事務所（当時）に対し提出したか否か、また、厚生年金保

険料を納付したか否かについては不明と回答しているところ、これを確認できる

関連資料及び周辺事情はないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

請求どおりの厚生年金保険被保険者の賞与額に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情がないこ

とから、行ったとは認められない。 

 



 
厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700015 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700050 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 16 年９月 24 日の標準賞与額を 21 万円に訂正する

ことが必要である。 

平成 16 年９月 24 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第

５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録すること

が必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 16 年９月 24 日の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 16 年９月 24 日 

   Ａ社から支給された賞与について、請求期間に係る標準賞与額の記録が保険

給付の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）になっている

が、厚生年金保険料は控除されていたので、保険給付の対象となる記録に訂正

し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求者の請求期間に係るオンライン記録の標準賞与額は、事業主から厚生年金

保険被保険者賞与支払届（以下「賞与支払届」という。）が保険料を徴収する権

利が時効により消滅した後に提出（平成 22 年９月 10 日受付）されているため、

厚生年金保険法第 75 条本文該当記録とされているが、Ａ社から提出された請求

者の「16 年９月分賃金支給明細書」により、請求者は、請求期間に標準賞与額

35 万円に相当する賞与（就労特別金 35 万円）の支給を受け、標準賞与額 21 万円

に見合う厚生年金保険料（厚生年金・精勤 14,259 円）を事業主により賞与から

控除されていたことが確認できる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額又は請求者の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内である



ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準賞与額については、上述の賃金支給

明細書により確認できる厚生年金保険料控除額から 21 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、請求期間について、請求者の賞与支払届を年金事務所に

対し、保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に提出し、厚生年金保険料

についても納付していないことを認めていることから、社会保険事務所（当時）

は、請求者の請求期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 



 
厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700048 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700051 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社（現在は、Ｂ社）における平成 10 年 10 月１日から平成 11 年 10

月１日までの期間の標準報酬月額を訂正することが必要である。平成 10 年 10 月

から平成 11 年９月までの標準報酬月額については、24 万円から 34 万円に訂正す

ることが必要である。 

平成 10 年 10 月から平成 11 年９月までの訂正後の標準報酬月額については、

厚生年金保険法第 75 条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる標

準報酬月額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

   住    所 ：  

             

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 10 年 10 月１日から平成 11 年 10 月１日まで 

   Ａ社が加入していた厚生年金基金から、平成 10 年 10 月から 1 年間の標準報

酬月額が国の記録と相違していると連絡があった。事業所から請求期間当時の

資料をもらって確認したところ、健康保険組合、厚生年金基金及び事業所の標

準報酬月額が一致しているので、年金額に反映するように、請求期間の記録の

訂正をしてほしい。  

 

第３ 判断の理由 

請求期間について、オンライン記録によると、請求者のＢ社における標準報酬

月額は 24 万円として記録されている。 

しかし、Ｂ社は、当時、同社が保管する「算定・月変資料（98 年度）」に基づ

いて作成した請求者に係る厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届を標準報

酬月額 34 万円に相当する報酬月額として届け出たとしているところ、上述の算

定・月変資料によると、請求期間の標準報酬月額の決定の基礎となる平成 10 年

５月から同年７月までの請求者に係る報酬月額は、標準報酬月額 34 万円に相当

する報酬月額であったことが確認できる。 

また、Ｂ社並びに同社の請求期間当時の届出に関与していたＣ健康保険組合及

びＤ厚生年金基金は、上述の報酬月額算定基礎届の用紙については、複写式の用

紙を用いており、届出方法については、健康保険組合を経由した後に、社会保険



事務所（当時）及び厚生年金基金にそれぞれ回送していた旨回答しているため、

届出に関しての事務処理に一体性があるところ、上述の健康保険組合及び厚生年

金基金においても、請求者に係る請求期間の標準報酬月額は、いずれも 34 万円

と記録されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た請求期間の

標準報酬月額の決定の基礎となる報酬月額は、標準報酬月額 34 万円に相当する

額であったと認められることから、請求者に係る請求期間の標準報酬月額の記録

を訂正することが必要である。 

 

 



 
厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700065 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700052 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額を平成 18 年 12 月 10 日は 14 万 7,000 円、平

成 19 年８月 10 日は 17 万 6,000 円、平成 19 年 12 月 10 日は 17 万 2,000 円、平

成 20 年８月 10 日は 18 万 2,000 円、平成 20 年 12 月 10 日は 22 万 1,000 円、平

成 21 年８月 25 日及び平成 21 年 12 月 24 日は 18 万円に訂正することが必要であ

る。 

平成 18 年 12 月 10 日、平成 19 年８月 10 日、平成 19 年 12 月 10 日、平成 20

年８月 10 日、平成 20 年 12 月 10 日、平成 21 年８月 25 日及び平成 21 年 12 月 24

日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の規定により、

保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る平成 18 年 12 月 10 日、平成 19 年８月 10 日、平成 19 年

12 月 10 日、平成 20 年８月 10 日、平成 20 年 12 月 10 日、平成 21 年８月 25 日及

び平成 21 年 12 月 24 日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 

② 平成 19 年８月 

③ 平成 19 年 12 月 

④ 平成 20 年８月 

⑤ 平成 20 年 12 月 

⑥ 平成 21 年８月 

⑦ 平成 21 年 12 月 

   Ａ社から賞与が支給されていたが、請求期間①から⑦までの標準賞与額の記

録がないので、年金額に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①から⑦までについて、請求者から提出された賞与明細書から、請



求者は、事業主から請求期間①は 15 万円、請求期間②及び③は 17 万 6,000 円、

請求期間④は 18 万 6,000 円、請求期間⑤は 22 万 1,000 円、請求期間⑥及び⑦は

18 万円の標準賞与額に相当する賞与が支給され、請求期間①は 14 万 7,000 円、

請求期間②は 17 万 6,000 円、請求期間③は 17 万 2,000 円、請求期間④は 18 万

2,000 円、請求期間⑤は 22 万 1,000 円、請求期間⑥及び⑦は 18 万円の標準賞与

額に見合う厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたことが確

認できる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額又は請求者の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であるこ

とから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準賞与額については、賞与明細書にお

いて確認できる厚生年金保険料控除額から、請求期間①は 14 万 7,000 円、請求期

間②は 17万 6,000 円、請求期間③は 17万 2,000 円、請求期間④は 18万 2,000 円、

請求期間⑤は 22 万 1,000 円、請求期間⑥及び⑦は 18 万円とすることが妥当であ

る。 

また、請求期間①から⑦までに係る賞与の支給日については、事業主の陳述及

び同僚のオンライン記録から、請求期間①は平成 18 年 12 月 10 日、請求期間②は

平成 19 年８月 10 日、請求期間③は平成 19 年 12 月 10 日、請求期間④は平成 20

年８月 10 日、請求期間⑤は平成 20 年 12 月 10 日、請求期間⑥は平成 21 年８月

25 日、請求期間⑦は平成 21 年 12 月 24 日とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、請求期間①から⑦までに係る請求者の厚生年金保険被保

険者賞与支払届を社会保険事務所（当時）に対し提出したか否か、また、厚生年

金保険料を納付したか否かについては不明と陳述しているところ、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情はないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

請求どおりの厚生年金保険被保険者の賞与額に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情がないこと

から、行ったとは認められない。 

 

    



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700002 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700053 号 

 

第１ 結論 

昭和 22 年９月 24 日から昭和 23 年３月３日までの期間について、訂正請求記

録の対象者のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を

昭和 22 年９月 24 日、喪失年月日を昭和 23 年３月３日に訂正することが必要で

ある。 

昭和 22 年９月 24 日から昭和 23 年３月３日までの期間の標準報酬月額につい

ては、600 円とすることが必要である。 

昭和 22 年９月 24 日から昭和 23 年３月３日までの期間については、厚生年金

保険法第 75 条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期

間として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏名（続柄） ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住 所 ：  

 

２ 被保険者等の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

 

３ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 昭和 22 年９月 24 日から昭和 23 年３月３日まで 

訂正請求記録の対象者は、太平洋戦争に徴兵され、その後復員した。復員後

の職歴については、家族も詳細はおろか概要も知らない。 

今般、訂正請求記録の対象者と生年月日が同一の人物に係る年金記録が発見

された。訂正請求記録の対象者は、この記録が存在する期間に各種年金に加入

していたことはない。また、すべての年金記録の中で訂正請求記録の対象者と

同姓同名で生年月日が同一の別の人物の存在は確認されていないことから、当

該記録を訂正請求記録の対象者の記録として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者の請求については、ⅰ）Ａ社Ｂ事業所において厚生年金保険被保険者記

録が確認できる複数の同僚に照会したものの、訂正請求記録の対象者を記憶して



いる者がいないこと、ⅱ）訂正請求記録の対象者の親族に照会をしても、請求期

間に係る訂正請求記録の対象者の勤務先等は何も知らない旨の回答及び陳述を

していること、ⅲ）Ａ社は昭和 58 年７月に清算結了し、すでに厚生年金保険の

適用事業所ではなくなっており、訂正請求記録の対象者の勤務実態等について確

認できないことから、すでに平成 28 年９月７日付けで、年金記録の訂正は必要

でないとする東海北陸厚生局長の決定が通知されている。 

これに対し、請求者は、厚生年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）

において確認できる、訂正請求記録の対象者と同じ氏名及び生年月日で、Ａ社Ｂ

事業所における厚生年金保険被保険者資格を昭和 22 年９月 24 日に取得し、昭和

23 年３月３日に喪失した基礎年金番号に統合されていない記録（以下「訂正請求

に係る未統合記録」という。）について、訂正請求記録の対象者と同じ氏名及び

生年月日の者は、訂正請求記録の対象者の他には存在せず、当該訂正請求に係る

未統合記録は、訂正請求記録の対象者の記録である旨主張し再度訂正請求を行っ

ているものである。 

そこで、上述の旧台帳及びＡ社Ｂ事業所に係る厚生年金保険被保険者払出簿を

再度調査したところ、厚生年金保険被保険者手帳番号が訂正請求に係る未統合記

録と連番で払い出され、同事業所における厚生年金保険被保険者資格を昭和 22

年９月24日前後に取得した複数の同僚と同じ氏名及び生年月日の未統合記録（以

下「同僚の未統合記録」という。）が確認できる。 

また、当該同僚の未統合記録は、訂正請求記録の対象者の出身地と同じＣ県東

部地域に存在する事業所の被保険者記録であることが確認できること及び請求

期間当時の世情を考慮すると、訂正請求記録の対象者が請求期間において、当該

同僚とともにＤに赴きＡ社Ｂ事業所に勤務していた可能性は否定できない。 

さらに、オンライン記録により、訂正請求記録の対象者と同じ氏名及び生年月

日である厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、訂正請求記録の対象者の

ほかに見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、当該訂正請求に係る未統合記録は、訂正請求記

録の対象者の厚生年金保険被保険者記録であると認めることが相当であり、Ａ社

Ｂ事業所の事業主は、訂正請求記録の対象者が厚生年金保険の被保険者資格を昭

和 22 年９月 24 日に取得し、昭和 23 年３月３日に喪失した旨の届出を保険出張

所（当時）に行ったものと認められる。 

なお、昭和 22 年９月 24 日から昭和 23 年３月３日までの標準報酬月額につい

ては、旧台帳の記録から、600 円とすることが必要である。 

 

 



 
厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700007 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700054 号 

 

第１ 結論 

昭和 32 年４月１日から同年 11 月１日までの請求期間について、請求者のＡ組

合における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認

めることはできない。 

昭和 32 年 12 月 30 日から昭和 33 年４月１日までの請求期間について、請求者

のＡ組合における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男                

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 昭和 32 年４月１日から同年 11 月１日まで 

② 昭和 32 年 12 月 30 日から昭和 33 年４月１日まで 

私は、昭和 32 年４月にＢ業のＣ店に入社して昭和 36 年 10 月まで住み込みで

継続勤務し、その間の待遇は変わっていない。また、同店はＡ組合に加入して

おり当該組合が社会保険のことを行っていた｡しかし､請求期間の厚生年金保険

被保険者記録がないので､年金記録を訂正し年金額に反映してほしい。 

    

第３ 判断の理由 

請求期間について、Ｃ店の当時の事業主の子及び同事業主が経営していたＤ社の

複数の従業員の陳述により、期間は特定できないものの請求者がＣ店に勤務してい

たことはうかがえる。 

しかしながら、Ｃ店が組合員として加入していたＡ組合は平成14年４月１日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時のＣ店の事業主は死亡してお

り、請求者の請求期間における勤務実態、厚生年金保険の取扱い及び厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出票及び同台帳によると、昭和33年

11月27日付けでＡ組合における被保険者資格取得年月日を昭和33年４月１日とし

て払い出されている上、同組合に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

請求期間において請求者の氏名は確認できず、健康保険番号に欠番もない。 

さらに、Ａ組合に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同組合にお



ける厚生年金保険の被保険者としてＣ店の当時の事業主の氏名が確認できるとこ

ろ、上述の事業主の子は、当時の従業員は請求者１人であったが、同組合の理事だ

った人の話では、昔は組合員である販売店毎に厚生年金保険への加入について人数

に制限があり多くの組合員は１人のみが加入していた時期があったらしいので、事

業主が加入していたのであれば、従業員は加入していなかったかもしれない旨陳述

している。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700030 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700055 号 

 

第１ 結論 

昭和 38 年６月１日から昭和 40 年 12 月１日までの期間について、請求者のＡ

社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認

めることはできない。 

昭和 43 年２月 13 日から昭和 50 年１月１日までの期間について、請求者のＢ

社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認

めることはできない。 

昭和 52 年２月１日から昭和 56 年１月１日までの期間について、請求者のＣ社

における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認め

ることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： ① 昭和 38 年６月１日から昭和 40 年 12 月１日まで 

② 昭和 43 年２月 13 日から昭和 50 年１月１日まで 

③ 昭和 52 年２月１日から昭和 56 年１月１日まで 

私は、請求期間①にはＡ社、請求期間②にはＢ社、請求期間③にはＣ社にそ

れぞれ勤務をしていたが、厚生年金保険被保険者の記録がないので、年金額に

反映するよう訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、請求者はＡ社における仕事の内容及び営業成績について

具体的に記憶しており、正社員として同社に勤務していた旨主張している。 

しかしながら、ⅰ）請求者のＡ社における雇用保険の記録が確認できないこと、

ⅱ）Ａ社は、従業員名簿台帳には請求者の名前が確認できない旨回答しているこ

と、ⅲ）請求者は、Ａ社への入社時期及び勤務期間について記憶が曖昧であるこ

と、ⅳ）請求者は、同僚の名前を記憶していない上、給与明細書等を所持してい

ないことから、請求者の勤務実態、厚生年金保険の取扱い及び厚生年金保険料の

控除について確認できない。 

請求期間②について、請求者は、自らＢ社を設立した旨陳述しているところ、



同社に係る商業登記簿謄本により、請求者が同社の代表取締役であったことが確

認できる。 

しかしながら、オンライン記録において、Ｂ社は、商業登記簿謄本で確認でき

る所在地及び請求者が訂正請求書に記載した所在地において厚生年金保険の適

用事業所として確認できない。 

また、請求者は、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所として届出及び保険料納付

を行っていた旨陳述しているものの、当該届出及び保険料納付を確認できる資料

はない。 

さらに、請求者はＢ社における従業員の名前を記憶していない上、給与明細書

等を所持していないことから、同社の厚生年金保険への加入及び厚生年金保険料

の控除について確認できない。 

請求期間③について、請求者は、自らＣ社を設立した旨陳述しているものの、

請求者が記憶する所在地において同社の商業登記簿謄本は確認できない上、オン

ライン記録においても、同社は厚生年金保険の適用事業所として確認できない。 

また、請求者は、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所として届出及び保険料納付

を行っていた旨陳述しているものの、当該届出及び保険料納付を確認できる資料

はない。 

さらに、請求者はＣ社における従業員の名前を記憶していない上、給与明細書

等を所持していないことから、同社の厚生年金保険への加入及び厚生年金保険料

の控除について確認できない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 


